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九電グループは、2050年カーボンニュートラルの実現に挑戦します
〜 九州から日本の脱炭素をリードする企業グループを目指して 〜

⚫ 九電グループは、地球温暖化への対応を企業成長のチャンスと捉え、低・脱炭素のトップランナーとして、九州から
日本の脱炭素をリードする企業グループを目指します。

⚫ エネルギー需給両面の取組みとして２つの柱を設定し、「電源の低・脱炭素化」と「電化の推進」に挑戦し続けます。

⚫ 社長を委員長とする「サステナビリティ推進委員会」のもと、カーボンニュートラルを含めたＥＳＧに関する取組みを
推進します。

サステナビリティ推進委員会

カーボンニュートラルを含めたESGに関する取組みを推進

電源の低・脱炭素化 電化の推進

ゼロエミッション電源比率を更に高める
など、CO2排出「実質ゼロ」の電気を 
安定的に供給

最大限の電化に挑戦し、需要側のCO2

排出削減に貢献

2050年カーボンニュートラル宣言
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調  達 輸  送 発  電

電化の推進 再エネ開発

サプライチェーンＧＨＧ排出量※2
社会のＧＨＧ排出削減への貢献量

カーボンマイナス
早期実現へ

＜使  用

Scope３
（Scope１,２以外の間接排出）

Scope１
（直接排出）

Scope２
（間接排出）

（出  典）環境省「サプライチェーン排出量算定の考え方」をもとに当社作成

※2 国際的なＧＨＧ排出量の算定・報告に関する基準であるＧＨＧプロトコルに準拠し、排出形態の異なる３つのScope（範囲）ごとにＧＨＧ排出量を算定

など

など

⚫ 事業活動を通じて排出されるサプライチェーン全体の温室効果ガス（ＧＨＧ）を「実質ゼロ」にします。

⚫ 電化を最大限推進し、環境にやさしいエネルギーを安定的にお届けするなど、社会のＧＨＧ排出削減に貢献します。

⚫ これらの取組みを通じて、九電グループは「カーボンマイナス※1」を2050年よりできるだけ早期に実現します。

※1 電化の推進や再エネ開発などによる社会のＧＨＧ排出削減において、九電グループのＧＨＧ排出量を上回る削減効果を生み出すことで、事業活動による社会全体のＧＨＧ
排出量をマイナスにすること

九電グループは、サプライチェーンGHG排出量の削減と社会のGHG排出削減への
貢献により、 2050年カーボンニュートラルの実現及びカーボンマイナスの早期実現
を目指します

九電グループが目指す2050年のゴール



32050年に向けたロードマップ
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電 化

CO2吸収・固定

再エネ･蓄電 スマート農業

•温度調整しやすいヒートポンプへの熱源転換
やセンシング・AIによる最適な生産環境管理、
農産物の高付加価値化

•自動運転トラクターや収穫ロボットなどによる
省力化

港湾電化

•停泊中船舶への給電、荷役機械などの
港湾設備の電化

•船舶動力源の電動化

DACCS

•大気中から直接（場所を選ばす）CO2を回収する
技術の実証試験・実用化

•地下等へのCO2を貯留する技術の実証・実用化に
向けた地点評価・技術評価

森林育成

•保有林の適正な管理

•森林資源を活用したJ-クレジット創出・
活用支援の拡大

•森林事業の拡大

中長期的に技術開発を目指すもの

潮流発電

•未利用海洋エネルギーの活用

•離島などへの早期実用化

次世代電力貯蔵

•全固体電池の実証試験・実用化

•次世代電池の特性評価・監視制御技術の確立

大深度地熱発電

•大深度（3km以深）に人工的に貯留層を造る
地熱発電技術※1の実用化に向けた技術評価・
国内外での実証

次世代太陽光発電

•高効率の量子ドット太陽光発電技術※2の
実証・実用化に向けた研究・特性評価

•太陽光リプレース時の活用検討

＜Topics＞ 将来の社会実装を目指した取組み

※1 3km以深に人工貯留層を造ることで、場所を選ばず地熱発電が可能（九州は高温層が比較的浅い）。
高温・高圧（超臨界）の場合、従来の地熱発電よりも高効率で大出力の発電が可能

※2 従来の太陽光よりも光の吸収範囲が広い量子ドットを用いた高効率太陽光発電。
太陽光リプレース時に採用すれば同じ面積で２倍程度の発電が可能



52050年カーボンニュートラルに向けた九電グループの取組み

電源の低・脱炭素化 （供給側） 電化の推進 （需要側）

太陽光 風力

水力

地熱

蓄電池・揚水
家庭・業務

運輸産業

• 九州域内・域外、海外を含めた再エネ開発＋揚水/蓄電池
などの開発・投資加速化

• 再エネ電力販売量の拡大＋価値最大化

• 設備利用率の維持・向上

• 次世代革新炉の開発・設置の検討

• 水素製造の検討

• 更なる高効率化

• 水素・アンモニア混焼、将来的な専焼化

• CCS/CCUS※実用化への挑戦

• 送配電ネットワークの広域的
な運用

• 需給運用・系統安定化技術の
高度化

• 地域エネルギーシステム構築への貢献

• 都市や地域の付加価値向上

• 適切な森林管理などによるCO2吸収

• 低・脱炭素燃料船普及への貢献

調 達

水 素

CCS/CCUS※

バイオマス

CO2

再エネ＋蓄電

火力＋新技術等

原子力

主力電源化

最大限の活用

CO2排出「実質ゼロ」

系 統

送配電ネットワークの
高度化

各部門の電化 最大限の電化

• オール電化住宅の推進、業務用施設の空調・給湯・厨房設備
の電化（家庭・業務）

• 熱源転換機器の技術研究、幅広い温度帯の熱需要に対する
電化（産業）

• EV普及促進に向けた事業・サービスの提供 （運輸）

• 水素供給などの事業可能性の検討

地域エネルギー

地域とのゼロカーボン社会の共創

非
化
石
の
電
気

熱

… P6

… P7

… P9

… P10,11

… P8

… P12

※CO2回収・有効活用・貯留

電気電気

原子力

火力
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再エネ
＋蓄電

新たな再エネビジネスモデル例

370
億kWh

太陽光 風力

水力

地熱

バイオマス

再エネ電力販売量※の拡大

⚫ カーボンニュートラル実現に向け、再エネ主要５電源※１に加え、電力の調整機能を有する蓄電池・揚水などの開発・
投資を加速します。

⚫ 国内での自社開発にとどまらず、他社からの再エネ調達や海外における再エネ開発の推進などにより、再エネ電力   
販売量の拡大を図ります。

⚫ アグリゲーション・トレーディング※２の高度化やソリューション開発、グリーン水素などの次世代エネルギーの展開にも
取り組み、再エネの価値最大化と自立化を目指します。

※１ 太陽光･風力･地熱・水力･バイオマス

※２ アグリゲーション（電力を束ねる）トレーディング（最適な需給運用計画に基づく電力取引）

北九州市響灘沖の洋上風力発電事業

90

2013 2023

270

2035

再エネの主力電源化

卸電力市場 需給調整市場

九電みらいエナジー
・太陽光の発電量予測、蓄電池の充電・放電も含めた

30分毎の発電計画の策定
・卸電力市場での売電（お客さまへの再エネ販売）
・蓄電池を活用した需給調整市場での調整力の取引

広域的運営推進機関
（OCCTO）

他社様の
太陽光発電所 FIP転換

併設型蓄電池

発電、運用委託

蓄電池による調整力
（ΔkW）

太陽光・蓄電池による
放電（kWh）

売電
収入

取引
収入

発電
計画

FIP
プレミアム

２つの市場で最適運用・収入最大化を
図るマルチユース運用

出力抑制回避による売電・FIPプレミアム収入増
卒FIT後も安定した収入

※ 非化石証書を使用していないFIT電気（再エネとしての価値やCO2ゼロエミッション電源としての価値は有さず、
火力発電などを含めた全国平均の電気のCO2 排出量を持った電気として扱われる）を含む

再エネ
電力販売量
の拡大
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原子力

⚫ 原子力は、エネルギー密度が高く、発電時にCO2を排出せず、天候・気候に左右されない安定的な電源です※。

⚫ 安全最優先と地域の皆さまのご理解を前提として既設炉の設備利用率の向上に取り組むなど、引き続き最大限
活用していきます。

⚫ 将来的には、安全性に優れた革新軽水炉、SMRや高温ガス炉など、次世代革新炉や、水素製造への原子力エネルギー
の活用を検討します。

※ 原子力発電によって生じる使用済燃料を再処理した際に発生する高レベル放射性廃棄物については、経済産業大臣の認可法人である｢原子力発電
環境整備機構(NUMO)｣が主体となり、最終的に地下深く安定した地層に処分されることとなっています

原子力の最大限の活用

・ 耐熱性に優れる黒鉛炉心/セラミック被覆燃料と、高温でも安定な
ヘリウムガス冷却材
 ➡高温熱利用により、発電以外の水素製造などに活用可能

・ 炉外の空気自然循環・放熱による炉心冷却
 ➡冷却材が喪失しても炉心損傷に至らない

革新軽水炉 （例：SRZ-1200） 高温ガス炉＋水素製造（イメージ）

・ 地震、津波その他自然災害への耐性強化

     ➡岩盤に建屋を埋め込み、建屋水密化

・ 炉心冷却、放射性物質閉じ込め機能の強化

     ➡コアキャッチャを設置、安全システムの
多重性・多様性・独立性強化

原子炉建屋
水素製造システム

（画像提供）三菱重工業株式会社

原子炉圧力容器

水蒸気改質器

ＳＭＲ（Small Modular Reactor：小型モジュール炉）

・ 事故時に外部電源を要しない静的安全システム

・ 炉内自然循環冷却＋蒸気発生器内蔵の一体型原子炉

     ➡冷却材喪失などの事故発生を原理的に排除

格納容器

タービン建屋

原子炉建屋

岩盤

原子炉建屋
(完全地下立地)

コアキャッチャ
(溶融炉心対策)

（画像提供）三菱重工業株式会社

（画像提供）三菱重工業株式会社
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CO2

⚫ 火力は、再エネの出力変動に対する調整力として、再エネ導入拡大と安定供給の両立を図るために引き続き
重要な役割を担う電源です。

⚫ 引き続き、更なる高効率化に取り組むとともに、燃焼時にCO2が発生しない水素・アンモニアの混焼、将来的な
専焼化を目指します。

⚫ また、CO2の回収・貯留などを行うCCS/CCUSの実用化に挑戦するとともに、再エネ余剰電力を活用した
CO2フリー水素・アンモニアの製造検討や、サプライチェーンの構築などについても取り組みます。

⚫ 非効率石炭火力については、供給力やエネルギー供給コスト、立地地域の事情などを勘案し、2030年までの
フェードアウトを目指します。

水素・アンモニア混焼 CCS/CCUS

発電所 貯留

有効利用

回収

石炭ボイラ

ガスタービン

煙突

煙突CO2ﾌﾘｰ水素

CO2ﾌﾘｰｱﾝﾓﾆｱ

LNG

水素

ｱﾝﾓﾆｱ

石炭

LNG

排ガス

排ガス

水素・アンモニアのサプライチェーン

火力のCO2排出 「実質ゼロ」

火力＋
新技術等

製 造

再エネ グリーン水素製造設備

天然ガスなど ブルー水素製造設備

CCUS

アンモニア合成設備

水素運搬船
・

タンカーなど

アンモニア
運搬船

受入設備

貯蔵タンク

払出設備

発電
燃料

運輸 
燃料

産業
利用

水素

アンモニア

輸 送
受入・貯蔵
再出荷・販売

発電
燃料

運輸 
燃料

産業
利用

利 用
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系 統

⚫ 九州の再エネポテンシャルを最大限に活用するため、送配電ネットワークの広域的な運用に資する、送電容量の
最大限の活用や国のマスタープランを踏まえた地域間連系線・基幹系統の整備・強化などに取り組みます。

⚫ 再エネ大量導入と電力品質維持を両立させるため、デジタル技術の活用などによる需給運用・系統安定化技術
の高度化に取り組みます。

送配電ネットワークの広域的な運用

九州の再エネ
ポテンシャルを最大限活用

風力

バイオマス

洋上風力

洋上風力

地熱

太陽光

太陽光

水力

太陽光

気象データ

ＡＩ

センサーデータ

【ビッグデータ活用】

・再エネ出力予測
・需要予測
・設備の運用容量拡大 など

スマートメータデータ

太陽光

ヒートポンプ

EVステーション

蓄電池

指令所

洋上風力

バイオマス

風力

火力・原子力 など 水素製造工場

需給運用・系統安定化技術の高度化

送配電ネットワークの高度化
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⚫ 家庭部門のオール電化や、業務部門の空調・給湯・厨房設備の電化を推進するとともに電気料金メニューの充実を  
図るなど、 2050年における電化率100％の実現に貢献します。

〔家庭部門〕 オール電化を基本に、IoTやAIなどの活用により、「安心・快適・経済的で地球環境にやさしいライフ
スタイル」を提案

〔業務部門〕 設備の運用状況やエネルギーの使用状況に基づき、エネルギー効率が高いヒートポンプシステムを提案

電化率の向上

100% 100%

2021年

2050年

（現 状）

＜九州の電化率※＞

〔家庭部門〕 〔業務部門〕

家庭
業務

62%
48%

2050年のオール電化のイメージ

最大限の電化

家庭部門

業務部門

IHクッキングヒーター

太陽光発電

高効率ヒート
ポンプ給湯機

ＥＶ

蓄電池

HEMS
(エネルギー管理)

高効率ヒート
ポンプ空調機

蓄電池

太陽光発電

電化厨房

BEMS
(エネルギー管理)

高効率ヒート
ポンプ給湯機

エアコン

※ 九州の電化率は、国の統計情報をもとに当社にて試算
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生産工程の電化推進（産業部門）

10,000℃1,000℃100℃

（産業用ＨＰ・電気加熱機器）

原
料

製
品
完
成

（ボイラー）

幅広い温度帯の熱需要に対する電化に挑戦

電 化

⚫ 産業部門では、ヒートポンプなど、熱源転換機器の技術研究を行うとともに、生産工程における幅広い温度帯
（温水、蒸気、加熱など）の熱需要に対する電化に挑戦します。

⚫ お客さまとともに現地調査・検討を行い、エネルギーの利用効率向上に向けた省エネ提案を推進します。

⚫ 高温熱需要に対する水素供給などについても、事業の可能性を検討します。

⚫ 運輸部門では、EVの普及促進に向け、EVシェアリングサービスや充電インフラの拡大、EVを活用したエネルギー 
マネジメントなど、事業やサービスを提供していきます。

EV普及促進（運輸部門）

温
水
使
用

蒸
気
使
用

加
熱
使
用

生産工程

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜

マンション ウィーブ 入居者

利 用

スマートで
新しい

カーライフ

物件の
付加価値
向上

占 有

課 金導 入

温水・蒸気 加熱

＜EVシェアリングサービス（weev）＞

＜EV充電環境提供サービス（PRiEV）＞

最大限の電化

産業部門

運輸部門

マンション入居者専用EVカーシェア パブリックEVカーシェア
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⚫ 系統電力と、地域や都市の再エネや蓄電池などを組み合わせ、エネルギーを最適に管理・制御する地域エネルギー     
システムの構築へ貢献し、地域とのゼロカーボン社会の共創を目指します。

⚫ 九電グループの強みであるエネルギーや不動産、情報通信技術などを最大限活用することで、カーボンニュートラル
やエネルギーのレジリエンスの向上、スマートシティの形成など、都市や地域の付加価値向上に取り組みます。
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